
       「JALグループ腐敗行為の防止」に関する取り組み方針 

 

JALグループは、公明正大に利益を追求すべく、行動規範「社会への約束」にて掲げた「公

正な事業行動」における「腐敗行為の防止」を確実に遂行するため、本方針のもと、 

腐敗防止体制を構築し、社会の 一員として腐敗防止に取り組みます。 

 

1.禁止する行為 

 1)贈収賄  

 JALグループは、国内外における事業活動にあたって、直接的あるいは間接的かに関わ  

 らず、いかなる形式の賄賂も受領または提供、並びにマネーロンダリングなどの腐敗行 

 為は行いません。 また、社員および業務代行者は、国内外を問わず、公務員等に対する 

 不正な接待・贈答・便益その他の経済的な利益の供与、申し出または約束は行いません。 

「便益その他の経済的な利益」の提供・供与とは、 現金・物品など金銭的価値を伴う     

ものの提供、また接待・謝礼などの無償サービスの提供など、自身の立場を利用した利益  

や便宜の供与などが含まれます。 

なお、慈善寄付や後援資金、政治寄付などについては、適法な目的のためのみに行い、  

社内規程で定めた事前承認手続きを経る必要があります。    

 

2)社会的な慣習により適正と認識される範囲を超える行為 

 公務員等に該当しない取引先またはその役職員等への接待・贈答・便益その他の経済的 

な利益の供与であっても、各国法を遵守の上、社会通念上妥当な範囲で行わなければなり 

ません。また、取引先様からの過剰な接待や、社会的儀礼の範囲を超える贈答や無償サービ

スの提供は受けません。 

 

3)利益相反 

 JALグループの事業と競合する行動、および社員やその関係する第三者の利益と企業の 

利益が対立する状況において、企業の利益を優先せず、個人的利益を図ろうとする行動 

や、業務の公正性や客観的な判断を妨げるような行動を禁止します。 

   

 2.法令等の遵守 

  JALグループは、事業を行う国・地域で適用される贈収賄関連の法規制<不正競争防止法

をはじめとする国内関連法規等（日本国）、海外腐敗行為防止法（米国）、贈収賄防止法

（英国）、商業賄賂 規制（中国）等>および国際条約を遵守します。 

 

 3.適用範囲 

   本方針は、日本航空およびグループ会社、および JALグループのために取引を行う業務 

代行者を対象とします。JALグループは、業務において代行者を起用する場合には、 

本方針に従って行います。 

 

 4.相談・通報体制の整備 

  JALグループは、本方針の違反行為あるいは違反の恐れのある腐敗行為について、社員か

ら相談あるいは通報を受けるための体制の整備を図ります。なお、相談あるいは通報を行っ



た社員に対し、相談あるいは通報を行ったことに対していかなる不利益な扱いも行いませ

ん。  

 

5.リスクの評価・改善 

  JALグループは、贈収賄行為や腐敗行為を防止するため、定期的にこれらのリスクを 

評価・監視し、改善を行います。  

 

6.教育・研修の実施 

  JALグループは、贈収賄関連の法規制等および本方針への意識を啓発し向上することを目

的として、役員・社員に対して適宜教育・研修を行います。  
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